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1――はじめに 

「若年層の消費実態（２）」では、総務省「全国消費実態調査」における 30歳未満の単身勤労者世

帯の消費支出の変化に注目した。1989年のバブル期と 2014年を比べると、男女とも可処分所得が増

えているにも関わらず、消費支出は減っていた。また、消費支出の内訳を見ると、男女とも食料費や

被服費が減り、住居費が増えていた。なお、食費は 1989年以降、男女とも減少傾向にあり、直近では

バブル期と比べて３割程度も減っていた。また、男女の支出金額の差を見ると、多くの内訳項目で男

女の金額差が小さくなっており、消費内容の性差が薄まっている様子がうかがえた。 

 第三弾の本稿では、食料費の内訳の変化に注目する。世間では若者の「アルコール離れ」や「外食

離れ」など、若者の「○○離れ」がよく言われるが、実際はどうなっているのだろうか。現在の若者

の特徴をよりイメージしやすくするために、バブル期の若者と対比していく。 

 

2――食料費の内訳の変化 

1｜若年単身勤労者世帯の男性の変化～「外食離れ」、家で料理・調理食品が増加。「アルコール離れ」も。 

30歳未満の単身勤労者世帯の食料費の内訳について、まず、男性の変化を捉えていく。男性の食料

費に占める個別品目で多いものは、1989年のバブル期では、圧倒的に１位「外食」（3.1万円）であり、

食料費の実に 62.7％を占める（図表１・２）。以下、２位「賄い費」（3.8千円）、３位「調理食品」（3.3

千円）、４位「飲料」（3.1千円）、５位「酒類」（2.1千円）と続く。なお、２位以下の各品目が食料費

に占める割合は、いずれも１割に満たない。 

2014 年でも圧倒的に多いものは１位「外食」（1.7 万円）だが、1989 年と比べると、支出は半分程

度に減り（△1.3万円、実質増減率は△54.1％）、食料費に占める割合も 46.0％（△16.6％）へ低下し

ている。２位以下については、２位「調理食品」（6.6千円）、３位「飲料」（3.4千円）、４位「穀類」

（2.4 千円）、５位「菓子類」（1.8 千円）と続く。1989 年では上位５位までに「賄い費1」と「酒類」

                                                
1「賄い費」の大幅減少については、「若年層の消費実態（２）」でも述べた通り、1989年調査では調査対象に下宿や賄い付き
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が入っていたが、2014年ではこれらの代わりに「穀類」と「菓子類」が入っている。 

個別品目の実質増減率を見ると、最も増加しているものは「油脂・調味料」（＋285.6％）であり、

大幅に増えている。このほか、「肉類」（＋86.3％）、「穀類」（＋82.5％）、「野菜・海草」（＋72.4％）、

「調理食品」（58.2％）も 50％を超えて比較的大きく増加している。一方、最も減少しているものは、

「賄い費」を除くと、「外食」（△54.1％）であり、次いで「果物」（△50.8％）、「酒類」（△43.4％）

の減少幅も比較的大きい。 

つまり、30歳未満の単身勤労者世帯の男性では、調味料や食材、調理食品の支出が増えて、外食が

減っており、外食を減らして、代わりに調味料や食材を買って家で料理をしたり、惣菜などを買って 

                                                                                                                                                            
世帯居住者を含んでいたが、2014年調査では含んでいない影響がある。 

図表１ 30歳未満の単身勤労者世帯の食料費の個別品目消費支出額の変化 

 男性 女性 

1989 年

(円) 

2014 年

(円) 

差 

(円) 

実質増減率

(%) 

1989 年

(円) 

2014 年

(円) 

差 

(円) 

実質増減率

(%) 

食料  48,758  37,163  △11,595 △34.7 31,024  26,877  △4,147 △25.8 

 穀類 1,321  2,404  1,083 82.5 2,080  1,761  △319 △15.1 

魚介類 461  519  58 △5.9 1,064  635  △429 △50.1 

肉類 511  1,215  704 86.3 1,422  1,169  △253 △35.6 

乳卵類 658  719  61 △1.6 995  757  △238 △31.5 

野菜・海藻 462  1,007  545 72.4 2,082  1,501  △581 △43.0 

果物 468  286  △182 △50.8 1,013  313  △700 △75.1 

油脂・調味料 221  838  617 285.6 672  870  198 31.7 

菓子類 1,813  1,843  30 △16.9 2,634  2,386  △248 △ 25.9 

調理食品 3,332  6,572  3,240 58.2 3,126  4,453  1,327 14.2 

飲料 3,078  3,403  325 16.8 1,905  1,929  24 6.9 

酒類 2,101  1,183  △918 △43.4 510  501  △9 △1.2 

外食 30,555  17,102  △13,453 △54.1 12,104  10,602  △1,502 △28.2 

賄い費 3,777  72  △3,705 △98.4 1,416  0  △1,416 △100.0 

（注１）実質増減率=((100＋名目増減率）÷(100＋消費者物価指数の変化率)－１)×100 

（注２）1989年では調査対象に下宿や賄い付き世帯を含んでいるが、2014年では含んでいない。 

（注３）個別品目の各年の支出額については上位５項目、実質増減率は±10％以上変化したものに網掛け。 

（資料）総務省「全国消費実態調査」から作成 

 

図表２ 30歳未満の単身勤労者世帯の食料費に占める個別品目占有割合の変化（％） 

 男性 女性 

1989年 2014年 差 1989年 2014年 差 

穀類 2.7 6.5 3.8 6.7 6.6 △0.2 

魚介類 0.9 1.4 0.5 3.4 2.4 △1.1 

肉類 1.0 3.3 2.2 4.6 4.3 △0.2 

乳卵類 1.3 1.9 0.6 3.2 2.8 △0.4 

野菜・海藻 0.9 2.7 1.8 6.7 5.6 △1.1 

果物 1.0 0.8 △0.2 3.3 1.2 △2.1 

油脂・調味料 0.5 2.3 1.8 2.2 3.2 1.1 

菓子類 3.7 5.0 1.2 8.5 8.9 0.4 

調理食品 6.8 17.7 10.9 10.1 16.6 6.5 

飲料 6.3 9.2 2.8 6.1 7.2 1.0 

酒類 4.3 3.2 △1.1 1.6 1.9 0.2 

外食 62.7 46.0 △16.6 39.0 39.4 0.4 

賄い費 7.7 0.2 △7.6 4.6 0.0 △4.6 

合計 100.0 100.0 ――― 100.0 100.0 ――― 

（注）差は±５％以上変化したものに網掛け。 

（資料）総務省「全国消費実態調査」から作成 
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家で食べるようになっている様子がうかがえる。30歳未満の単身勤労者世帯の男性では、確かに「外

食離れ」をしているようだ。なお、「外食離れ」の背景には、①現在の若者は厳しい経済環境にあり、

将来の収入増に対して明るい見通しも持ちにくい2ため、節約志向が高いと考えられること、②近年の

国民的な健康志向の高まり3などが影響している可能性がある。これらのほか、③外食産業の変化も考

えられるが、③については３節で述べたい。 

なお、30 歳未満の単身勤労者世帯の男性では、酒類や果物の支出が減っていることから、「アルコ

ール離れ」や「フルーツ離れ」の様子もうかがえる。「アルコール離れ」については４節で再度触れる

が、「フルーツ離れ」は国民的な課題のようだ。農林水産省「果樹をめぐる情勢（平成 28年４月作成

版）」によれば、果実摂取量は 70歳以上を除く全ての年代で 10年前より減少している。果実を食べな

い理由は、買い置きできないことや価格、手間、食べる食品が他にあること等があがっている。 

 

2｜若年単身勤労者世帯の女性の変化～「外食離れ」のほか家での料理も減り、調理食品が増加。 

 次に、女性の変化を確認する。食料費の内訳を見ると、1989年のバブル期では、男性同様に１位「外

食」（1.2万円）が目立つが、食料費に占める割合は男性ほど高くなく、39.0％にとどまる（図表１・

２）。以下、２位「調理食品」（3.1千円）、３位「菓子類」（2.6千円）、４位「野菜・海草」・「穀類」

（いずれも 2.1千円）と続く。２位以下の食料費に占める割合は、男性ではいずれも１割にも満たな

いが、女性では「調理食品」が１割を超えて比較的高い。 

2014 年でも女性で最も多いものは、１位「外食」（1.1 万円）だが、1989 年より支出が減っている

（△1.5千円、実質増減率△28.2％）。しかし、女性では「外食」が食料費を占める割合（39.4％）は

1989年と同様である。２位以下については、２位「調理食品」（4.5千円）、３位「菓子類」（2.4千円）、

４位「飲料」（1.9千円）、５位「穀類」（1.8千円）と続く。2014年では「野菜・海草」が上位から姿

を消す一方、「飲料」が上位に入っている。 

また、個別品目の実質増減率を見ると、男性ほどではないが女性でも、最も増加しているものは、

                                                
2 久我尚子「若者は本当にお金がないのか？―統計データが語る意外な真実」（光文社新書、2014 年６月）第５・６章等 
3 例えば、厚生労働省「平成 26 年版厚生労働白書 健康長寿社会の実現に向けて～健康・予防元年～」より、特定保健用食

品の市場規模の成長（10 年間で倍増）や喫煙率の低下傾向等から、近年の国民の健康意識の高まりが指摘。 

図表３ 食料品目の消費者物価指数（ＣＰＩ）の推移 

 1989 年 1994 年 1999 年 2004 年 2009 年 2014 年 

食料  100.0  111.7  113.2  110.3  113.2  116.7  

 穀類 100.0  115.5  104.6  104.8  102.6  99.7  

魚介類 100.0  107.0  111.3  104.5  108.4  119.6  

肉類 100.0  104.7  110.3  113.0  121.6  127.6  

乳卵類 100.0  104.3  106.0  102.6  108.3  111.1  

野菜・海藻 100.0  124.4  121.8  120.5  119.2  126.5  

果物 100.0  116.9  121.4  112.1  109.8  124.1  

油脂・調味料 100.0  108.8  105.4  97.4  99.7  98.3  

菓子類 100.0  110.1  113.8  110.1  120.4  122.3  

調理食品 100.0  113.0  116.7  113.2  120.2  124.7  

飲料 100.0  109.3  116.2  106.8  98.8  94.7  

酒類 100.0  106.7  107.6  103.4  102.2  99.4  

外食 100.0  111.1  114.7  114.1  118.5  122.0  

（総務省「消費者物価指数」から作成 

http://www.nli-research.co.jp/topics_detail2_2/id=83?site=nli
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「油脂・調味料」（＋31.7％）である。このほか「調理食品」（＋14.2％）や「飲料」（＋6.9％）も増

加している。女性ではこの三品目を除くと、各種食材から外食まで幅広く減少している。最も減少し

ているものは、「賄い費」を除くと、「果物」（△75.1％）であり、次いで「魚介類」（△50.1％）、「野

菜・海草」（△43.0％）、「肉類」（△35.6％）、「乳卵類」（△31.5％）、「外食」（△28.2％）、「菓子類」

（△25.9％）の減少幅も比較的大きい。 

このように、女性では調味料や調理食品の支出が増えて、各種食材や外食が減っている。女性でも

男性同様に調味料は増えているが食材全般が減っているため、女性では家で料理をすることが減って

いると考えた方が自然だろう。つまり、現在の 30歳未満の単身勤労者世帯の女性では、外食や家での

料理を減らして、代わりに惣菜などを買って食べるようになっている様子がうかがえ、女性でも「外

食離れ」をしているようだ。なお、女性が料理をする機会が減っている背景には、男性並みに働く女

性が増えたことが考えられる。 

なお、30歳未満の単身勤労者世帯の女性では、男性同様に「フルーツ離れ」の様子がうかがえるが、

「アルコール離れ」の様子はさほど見られない。 

 

3｜若年単身勤労者世帯の男女差～外食は男性、食材は女性で多い。薄まる食料費内訳の男女差。 

食料費の内訳について男女差を見ると、1989年では「外食」や「酒類」、「飲料」、「調理食品」など、

食材以外の項目では、男性より女性の方が消費支出額も食料費に占める割合も大きい（図表４）。しか

し、2014年では食材の支出額や支出割合が男性では増えた項目が多く、女性では全体的に減った結果、

「穀類」や「肉類」の支出額は男性が女性を上回るようになっている。また、その他の食材の支出額

も全体的に男女差が小さくなっている（男女差の絶対値が小さくなっている）。これは食料費に占める

個別品目の割合を見ても同様である。また、男性の支出額の方が女性より多い品目については、「外食」

や「酒類」で支出額や食料費に占める割合の男女差が縮小している。 

食料費の内訳を眺めると、12品目（「賄い費」を除く）のうち 10項目で男女差が縮小していること

から、若年単身勤労者世帯では食料費の使い方の性差が薄まっている可能性がある。 

図表４ 30歳未満の単身勤労者世帯の食料費の個別品目消費支出額と食料費に占める割合の男女差 

（男性の値から女性の値を差し引いたもの） 

 個別品目消費支出額の差 食料費に占める割合の差 

1989年 2014年 1989年 2014年 

穀類 -759 643 -4.0  -0.1  

魚介類 -603 -116 -2.5  -1.0  

肉類 -911 46 -3.5  -1.1  

乳卵類 -337 -38 -1.9  -0.9  

野菜・海藻 -1,620 -494 -5.8  -2.9  

果物 -545 -27 -2.3  -0.4  

油脂・調味料 -451 -32 -1.7  -1.0  

菓子類 -821 -543 -4.8  -3.9  

調理食品 206 2,119 -3.2  1.1  

飲料 1,173 1,474 0.2  2.0  

酒類 1,591 682 2.7  1.3  

外食 18,451 6,500 23.7  6.6  

賄い費 2,361 72 3.2  0.2  

（注）男性の値を女性の値が上回るものに網掛け。 

（資料）総務省「全国消費実態調査」から作成 
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3――若年層の「外食離れ」の背景～節約・健康志向だけでなく、外食産業の多様化・価格下落の恩恵も。 

これまでに見たように、30歳未満の単身勤労者世帯では男女とも外食費が減っている。この理由に

は、前述の通り、若者の節約志向や健康志向の影響が考えられるが、外食産業における変化も考慮す

べきである。 

バブル期から現在までを振り返ると、外食産業ではサービスが多様化し、価格競争が激化している。

外食産業にはレストランや居酒屋、ファストフード、ファミリーレストラン、カフェなど、いくつか

の業態が存在するが、バブル期から現在にかけて、それぞれにおいて食のジャンルや店舗形態が多様

化している。また、バブル崩壊以降、デフレ進行の中で価格競争は激化してきた。特に、ハンバーガ

ーや牛丼といったファストフードでは、極限まで価格が引き下げられる施策もあった。また、価格を

下げるだけでなく、無料のＷｉ－Ｆｉサービスの提供など、食以外の面でも付加価値を提供してきた。

つまり、バブル期と比べて現在の若者は、低価格でも高品質、かつ多様な飲食サービスを楽しめる環

境にある。さらに、最近ではコンビニエンスストアでも、コーヒーやドーナッツをはじめとしたテイ

クアウト商品の充実化や、イートインスペースを設けるなどの取組みをしている。コンビニとファス

トフードの境界が曖昧になっており、外食の選択肢が増えている。 

以上より、若年単身勤労者世帯で外食費が減っている理由は、若者の節約志向や健康志向によって、

家で食事をする機会が増えたことだけでなく、現在では安価で高品質な外食サービスが増えたことも

影響しているのではないだろうか。 

 

4――若年層の飲酒状況～20代と中年男性で「アルコール離れ」、高齢男性と 30代以上の女性で飲酒増。 

 ところで、若者の「アルコール離れ」について

は興味深い統計データがある。厚生労働省「国民

健康・栄養調査」では、飲酒習慣率4を見ているの

だが、2003年から 2014年にかけて、20代の男性

は 20.2％から 10.0％へ、女性は 7.0％から 2.8％

へと、いずれも半数以下に低下している（図表５）。 

２節で見た通り、30歳未満の単身勤労者世帯の

「酒類」支出額をバブル期と現在で比べると、男

性では減少していたが、女性では元々男性より支

出が少ないためか（1989年で男性 2,101円に対し

て女性 510円）、さほど変化は見られなかった（実

質増減率△1.2％）。一方で、飲酒習慣率は、20代の女性でも低下しており、やはり若年層では女性で

も「アルコール離れ」をしている。 

なお、男性では、30～50代でも飲酒習慣率が低下しており、「アルコール離れ」をしているのは 20

代だけではない。この理由としては、前項までにも触れたが、国民全体の健康志向の高まりなどが考

                                                
4 週に３日以上飲酒し、飲酒日１日あたり１合以上を飲酒すると回答した者の割合。 

図表５ 飲酒習慣率の変化 

 
（注）飲酒習慣率は、週に３日以上飲酒し、飲酒日１日あ

たり１合以上を飲酒すると回答した者の割合。 

（資料）厚生労働省「国民健康・栄養調査」から作成 
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えられる。特に中高年男性では、ＢＭＩ25 以上（肥満）に分類される割合が上昇しており5、2008 年

に開始された「特定健康診査・特定保健指導」を懸念する層も拡大しているのだろう。 

一方、飲酒習慣率が上昇しているのは、男性では 60代以上、女性では 30代以上である。つまり、

今、飲酒が増えているのは、高齢男性と 30代以上の女性のようだ。 

 

5――おわりに 

本稿では、総務省「全国消費実態調査」における 30歳未満の単身勤労者世帯の食費内訳の変化を確

認した。1989年のバブル期でも 2014年でも、男女とも食費で最も多くを占めるのは「外食」だが、

その支出額は減っており、「外食離れ」の様子がうかがえた。「外食」のほか、男性では「果物」や「酒

類」が減り、調味料や食材、「調理食品」が増えていた。女性では「果物」をはじめ各種食材が減り、

「調理食品」が増えていた。これらの変化から、男性では外食を減らして、家で料理をしたり調理食

品などを食べるように、女性では外食や家での料理を減らして、調理食品を食べるようになっている

様子がうかがえた。また、これらの変化を背景に、食料費の内訳の男女差は薄まっていた。 

なお、男女とも外食が減った背景には、若者の節約志向や健康志向のほか、外食産業における変化

の影響もあるようだ。近年、外食産業ではサービスの多様化、価格競争の激化により、安価で高品質

な選択肢が増えている。また、男女とも「果物」の支出が減っており、「フルーツ離れ」が見られるが、

果実摂取量の減少は国民的な課題である。 

若者の「アルコール離れ」については、30歳未満の単身勤労者世帯の男性では「酒類」支出額が減

少していたが、女性ではそもそも「酒類」支出額が小さいためか、さほど変化が見られなかった。し

かし、厚生労働省「国民栄養・健康調査」によれば、20代の飲酒習慣率は男女とも低下しており、女

性でも「アルコール離れ」をしていた。なお、飲酒習慣率を見ると、男性では 30～50代でも「アルコ

ール離れ」をしていた。一方、高齢男性と 30代以上の女性では飲酒が増えていた。 

                                                
5 厚生労働省「国民健康・栄養調査」 


